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防災行政無線等の戸別受信機の普及促進に関する
研究会の開催

防災情報室

　防災行政無線は、災害時の地域住民への情報伝達手段
として大きな役割を担っています。また、高齢者等の地
域住民によりきめ細かく防災情報を行き渡らせるために
は住居内の戸別受信機が有効と考えられることから、そ
の普及促進を図ることが重要となっています。
　このような状況を踏まえ、戸別受信機の低廉化など、
自治体による戸別受信機の配布を促進するための方策を
検討することを目的として、総務省総合通信基盤局と連
携して「防災行政無線等の戸別受信機の普及促進に関す
る研究会」（以下「研究会」という。）を発足し、去る３
月13日に第１回研究会を開催しました。

（１）�　防災行政無線と簡易無線等を接続した情報伝達手
段のニーズ・課題

（２）　戸別受信機の低廉化方策・普及促進方策

　まず、事務局から、戸別受信機の整備状況など戸別受
信機を取り巻く状況や今後の検討イメージについて説明
を行った。
　加えて、構成員からのプレゼンテーションとして、京
都府福知山市、愛知県蒲郡市、愛知県大口町及び千葉県
市原市より自治体の現状等について説明が行われた後、
アイコム株式会社より簡易無線を活用した低廉な戸別受
信機について提案がされた。
　その後、事務局説明及び構成員からのプレゼンテー
ションを踏まえ、戸別受信機の低廉化方策について活発
な議論が行われた。

　本年４月に第２回研究会を予定しており、その後、本
年夏頃までに複数回研究会を実施し、報告書として取り
まとめを行うことを予定している。
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